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市債

国庫・県支出金

その他交付金等

地方交付税

その他

諸収入

繰越金

繰入金

使用料・手数料

分担金・負担金

市税

議会費

公債費

災害復旧費

教育費

消防費

土木費

商工費

農林水産業費

労働費

衛生費

民生費

総務費

歳
入

事業のために借りたお金の返済金

決算報告

令和２年度　丹波市の決算概要をお知らせします

地方消費税交付金、国庫支出金などが増
加したため、前年度に比べ 50 億 4,407
万円増額となりました。

総額 424 億 15 万円

① 一般会計 福祉や教育、道路整備など一般的な行政にかかる経費を扱う会計

地方譲与税　  、地方消費税交付金 　 、法人事業税交付金、環境性能
割交付金　  、利子割交付金、配当割交付金、株式等譲渡所得割交付金、
ゴルフ場利用税交付金、地方特例交付金、交通安全対策特別交付金ほか

その他交付金等　20 億 7,503 万円

特別定額給付金事業、教育情報化事業
などが増加したため、前年度に比べ 47
億 6,336 万円増額となりました。

総額 404 億 2,213 万円歳
出

【用語解説】

国庫・
県支出金

市が行う特定の事務事業などに対して、国や
県から交付されるお金

市債

地方交付税　 市の財政力に応じて国から交付されるお金
財源は、所得税・法人税・酒税・消費税・地方法人税

地方譲与税 国税として徴収した税で地方に配分されるお金

地方消費税交付金 消費税のうち、地方分の半分を県に、残りの半分を人
口等に基づき市町に配分し交付されるお金

環境性能割
交付金

令和元年 10 月１日以降に取得した自動車の燃費基準等に
より課税される環境性能割の一部が県から交付されるお金

分担金・負担金 特定の事業費の一部を利用者や受益者が負担するお金

使用料・手数料 　公共施設使用料や各種証明手数料など

諸収入 収入の性質によりいずれの科目にも含まれない収入を
まとめたもの

公債費

※１

※２

※３

※４

※５

※６

※７

※８

※９

※ 10

※ 4 ※５ 

※ 6

大きな事業をするときに借りるお金

　1 人あたりの歳出総額　

約64万円

令
和
２
年
度　

重
点
施
策
と
主
な
事
業

①
安
全
安
心
の
ま
ち
づ
く
り

　

避
難
所
の
資
機
材
整
備
や
最
新
の
防
災
情
報

を
反
映
し
た
防
災
マ
ッ
プ
の
配
付
、
食
品
ロ
ス

削
減
運
動
に
よ
る
環
境
循
環
型
社
会
の
実
現
を

推
進
す
る
と
と
も
に
、
消
防
･
救
急
体
制
の
充

実
に
取
り
組
み
ま
し
た
。（
消
防
活
動
車
両
整
備

事
業　

３
，
２
６
８
万
円
）

②
生
涯
健
康
・
生
涯
活
躍
の
ま
ち
づ
く
り

　

健
康
セ
ン
タ
ー
ミ
ル
ネ
を
中
心
と
し
て
、
健

診
か
ら
始
ま
る
健
康
づ
く
り
を
本
格
化
さ
せ
る

と
と
も
に
、「
福
祉
ま
る
ご
と
相
談
」
な
ど
、
福

祉
相
談
体
制
の
重
層
化
に
取
り
組
み
ま
し
た
。

（
健
康
増
進
事
業　

６
，
９
９
０
万
円
）

③
希
望
が
叶
い
、
み
ん
な
で
子
育
て
を
応
援
す
る
ま
ち
づ
く
り

　税金がどのように使われ、どの　税金がどのように使われ、どの
ような財政状況なのか。現在の貯ような財政状況なのか。現在の貯
金や借金の説明などを交え、市の金や借金の説明などを交え、市の
お金の使い道についてお知らせしお金の使い道についてお知らせし
ます。ます。

24 億 5,967 万円

15 億 5,503 万円

9 億 4,349 万円

1 億 476 万円

農
林
水
産
業
費

議会費２億 753 万円

衛生費
30 億 9,545
万円

総務費
39 億 4,827 万円

民生費
166 億 849 万円

土木費
27 億 2,769
万円

教育費
42 億 1,728
            万円

公債費
45 億 2,096
　　　  万円

商
工
費

※ 10

※１

16 億 9,731 万円

分担金・負担金　１億 1,170 万円

繰入金 8 億 7,921 万円
使用料・手数料     ５億 3,275 万円

その他　３億 6,952 万円

諸収入        12 億 1,342 万円※９

市　民　税 32 億 1,562 万円
固定資産税 41 億 5,159 万円
軽自動車税 2 億 6,890 万円
市たばこ税 3 億 6,087 万円
入　湯　税 10 万円市税

79 億 9,708 万円

地方交付税
110 億 8,794 万円

※３

自主

財
源

30％

依
存

財
源

70%

市債

国庫・県支出金
136 億 2,819 万円

歳　入
424 億
15 万円

繰越金

※２

  市税内訳

災害復旧費

28 億 800 万円

※ 7

※ 8

歳　出
404 億

2,213 万円

消防費

令和

２年度

問財政課（本庁舎内）☎ 88‐5371

労働費 3,351 万円
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令和２年度の主な事業

( 単位：万円 )

会　計　名 歳　入 歳　出 差　引 翌 年 度 
繰越財源

実 質
収 支 額

国民健康保険特別会計事業勘定 702,507 689,795 12,712 0 12,712
国民健康保険特別会計直診勘定 22,456 20,576 1,880 0 1,880
介護保険特別会計保険事業勘定 773,483 739,326 34,157 0 34,157
訪問看護ステーション特別会計 4,527 4,324 203 0 203
地 方 卸 売 市 場 特 別 会 計 281 232 49 0 49
駐 車 場 特 別 会 計 922 839 83 0 83
後 期 高 齢 者 医 療 特 別 会 計 102,734 100,906 1,828 0 1,828
看護専門学校特別会計 17,553 16,179 1,374 0 1,374

合　　　計 1,624,463 1,572,177 52,286 0 52,286

会　計　名 収益的収入 収益的支出 差　引

水道事業会計
201,065 197,276 3,789

資本的収入 資本的支出 差　引
101,362 160,514 △ 59,152

※水道事業の資本的収支（差引）の不足額については、過年度分損益勘定
留保資金５億 1,608 万円、当年度分消費税および地方消費税資本的収支調
整額 7,544 万円で補てんしました。

( 単位：万円、税込 )

③ 企業会計 地方公営企業法の適用を受ける
公営企業の会計

② 特別会計 特定の事業を行うために一般会
計と区別して処理する会計

会　計　名 収益的収入 収益的支出 差　引

下水道事業会計
315,907 302,204 13,703

資本的収入 資本的支出 差　引
201,548 278,046 △ 76,498

※下水道事業の資本的収支（差引）の不足額については、過年度分損益勘定
留保資金７億 5,788 万円、当年度分消費税および地方消費税資本的収支調整
額 536 万円、引継金 174 万円で補てんしました。

( 単位：万円、税込 )

　

ひ
と
り
親
家
庭
の
経
済
的
負
担
の
軽
減
や
結

婚
に
よ
る
新
生
活
の
応
援
な
ど
、
子
育
て
し
な

が
ら
働
く
生
活
ス
タ
イ
ル
の
支
援
強
化
に
取
り

組
み
ま
し
た
。（
婚
活
支
援
事
業　

５
０
７
万
円
）

④
「
み
ん
な
が
主
役
、
み
ん
な
が
活
躍
」
の
ま
ち
づ
く
り

　

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
拡
大
の
影
響

に
よ
り
、
地
域
に
お
い
て
イ
ベ
ン
ト
や
事
業
の
自

粛
、
中
止
な
ど
を
余
儀
な
く
さ
れ
る
中
、
活
動
の

再
開
に
向
け
た
取
り
組
み
の
支
援
を
行
い
ま
し

た
。（
地
域
づ
く
り
事
業　

９
，
５
１
０
万
円
）

⑤
暮
ら
し
を
支
え
る
快
適
生
活
の
ま
ち
づ
く
り

　

住
み
慣
れ
た
地
域
に
住
み
続
け
ら
れ
る
よ
う
、

道
路
や
河
川
の
整
備
を
進
め
る
と
と
も
に
、
公

共
交
通
の
充
実
に
取
り
組
み
ま
し
た
。（
公
共
交

通
バ
ス
対
策
事
業　

１
億
４
，
０
４
３
万
円
）

⑥
産
業
振
興
と
観
光
資
源
を
活
か
し
た
ま
ち
づ
く
り

　
「
B
i
z
ス
テ
ー
シ
ョ
ン
た
ん
ば
」
を
中
心
と

し
た
起
業
・
事
業
承
継
に
取
り
組
む
と
と
も
に
、

交
流
人
口
や
関
係
人
口
の
拡
大
に
向
け
て
、
道

の
駅
「
丹
波
お
ば
あ
ち
ゃ
ん
の
里
」
再
整
備
や

水
分
れ
資
料
館
の
リ
ニ
ュ
ー
ア
ル
を
行
い
ま
し

た
。（
氷
上
回
廊
水
分
れ
フ
ィ
ー
ル
ド
ミ
ュ
ー
ジ

ア
ム
拠
点
整
備
事
業　

２
億
６
，
２
１
４
万
円
）

⑦
農
林
業
振
興
と
持
続
可
能
な
農
村
環
境
づ
く
り

　
「
農み

の
り

の
学
校
」
の
運
営
や
受
講
生
・
修
了
生
の

支
援
な
ど
、
農
業
の
担
い
手
づ
く
り
や
森
林
環

境
譲
与
税
を
活
用
し
た
森
林
整
備
を
進
め
、
暮

ら
し
と
共
に
あ
る
森
づ
く
り
を
推
進
し
ま
し
た
。

（
担
い
手
農
業
者
育
成
事
業　

８
，７
０
４
万
円
）

⑧
将
来
の
丹
波
市
を
担
う
人
づ
く
り

　

プ
ロ
グ
ラ
ミ
ン
グ
教
育
や
Ｉ
Ｃ
Ｔ
教
育
な
ど

の
体
制
を
充
実
さ
せ
る
と
と
も
に
、
ポ
ス
ト
コ

ロ
ナ
に
向
け
た
教
育
環
境
、
教
育
体
制
の
整
備

に
取
り
組
み
ま
し
た
。（
教
育
情
報
化
事
業　

８
億
４
７
１
万
円
）

総務費
・情報システム管理事業　	 　　　２億 7,390 万円
・公共交通バス対策事業		  　　　１億 4,043 万円
・賦課管理事業		  　　　１億　  49 万円
民生費
・特別定額給付金事業　　	         63 億 7,578 万円
・幼児教育・保育推進事業	         25 億 6,727 万円
・障害福祉サービス等給付事業	         10 億 9,558 万円
衛生費
・丹波市クリーンセンター管理運営事業        ６億 7,422 万円
・予防接種事業    　　　　　　　　　　　  １億 8,658 万円
・地域医療対策事業		  　　　　　 １億 1,927 万円
農林水産業費
・多面的機能発揮促進事業	          ３億 2,212 万円
・農業総務費　　　　　　　	          ２億   671 万円
・有機センター管理事業（繰越分含）	          １億４,516 万円
商工費
・商工振興事業（繰越分含）	 　     10 億 1,691 万円
・指定管理者導入施設管理事業（繰越分含）   １億 4,445 万円
・企業誘致推進事業		  　　　　  8,929 万円
土木費
・河川改良事業（繰越分含）	          ３億 5,042 万円
・道路保全事業（繰越分含）	          ２億 4,382 万円
・橋りょう長寿命化事業（繰越分含）	          １億 9,138 万円
消防費
・消防団管理事業	  　	 　      １億 1,038 万円
・消防施設補助金事業　　　　　　　　　    　  3,944 万円
・消防活動車両整備事業		  　　　       3,268 万円
教育費
・学校給食管理事業　　（繰越分含）	          ５億 9,020 万円
・教育情報化事業（繰越分含）	          ８億   471 万円
・小学校施設整備事業（繰越分含）                ３億　827 万円
災害復旧費
・過年発生分河川災害復旧事業（単独分）（繰越分含）3,991 万円
・過年発生分農業用施設災害復旧事業（繰越分）　2,116 万円
・過年発生分河川災害復旧事業（補助分）（繰越分）1,686 万円

※繰越分とは、前年度中に完了しなかった事業
の予算を、翌年度に繰り越して実施した事業費
のことです。

特
集
：
ク
ロ

ス
ト
ー
ク

特
集
：
ク
ロ

ス
ト
ー
ク

市
政
フ
ラ
ッ
シ
ュ
市
政
フ
ラ
ッ
シ
ュ

決
算
報
告
決
算
報
告
人
権
啓
発
セ
ン
タ
ー

市
長
コ
ラ
ム
ほ
か

情
報
ひ
ろ
ば

お
知
ら
せ
・
募
集

情
報
ひ
ろ
ば

子
育
て
関
連
情
報

情
報
ひ
ろ
ば

相
談
・
コ
ラ
ム

図

書

館

健
康
生
活
ま
ち
と
ぴ

環

境
は
ぴ
た
ん

掲
示
板
・
戸
籍
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1

財政力指数
[0.437］

丹波市
0.437

兵庫県平均
0.747

０

※県平均は令和元年度数値

地方公共団体がどれくら
い自力で財源を調達でき
るかを示すもので、数値
が「１」に近づくほど裕
福な財政とされています。

「１」を超えると独自の収
入が十分あり、普通地方
交付税が交付されない団
体となります。

１

数字数字で見るで見る

丹波市の丹波市の財政力財政力

貯金（基金）１人あたり 27万円

借金（市債）１人あたり 109万円

◇基金残高

＊大きな事業をするときは、15 年・20 年などローン
を組んで、公債費で長期間計画的に返済します。また、
今後の見通しや財政状況などを考慮しながら、繰り
上げ償還（返済）をすることもあります。

＊丹波市 5.7％  前年度比 0.4 ポイント改善 
＊県平均 5.9％

＊自治体の収入に対する借金返済額の割合で、特別
会計への繰出金のうち借入金返済相当分も含んでい
ます。家計に例えると、収入に対するローン返済額
の割合です。低いほど余裕があり、高いほど苦しい
家計（財政）となります。

＊家庭での貯金と同じく、市でも目的に応じて貯金を
しています。貯金全体の残高は、市発足時（平成 16 年度）
より約 44 億円増えています。

実質公債費比率 5.7 ％

総額 167 億 3,786 万円

総額 687 億 5,436 万円

92 億円： 特定目的基金（特
定の目的のための積立金）
９億円：減債基金（市債
の返済を計画的にするた
めの積立金）
55 億円：財政調整基金（年
度間の財源の不均衡を調
整するための積立金）

＊一般会計 156 億円の内訳

25.0

一部地方債の借入
れが制限される

「起債制限団体」

地方債の発行に県の
許可が必要な「起債
許可団体」

18.0 30

兵庫県
平均
5.9

丹波市
5.7

16 年度    令和元年度 令和２年度  

億円

160
150
140
120
100
80
60
40
20

経常収支比率 91.6％

＊人件費や公債費など、どうしても必要なお金が収
入全体のどれくらいを占めているかを表します。家
計に例えると、必ず入る収入（給与など）に占める
食費や光熱費などの割合にあたります。低いほど余
裕がある家計（財政）とされています。

75 100
丹波市
91.6

兵庫県平均
94.8

（％）

（％）
経常収支比率の推移

17 年度　     27 年度    28 年度 　29 年度　  30 年度    令和元年度　令和 2 年度

105.0

100.0

95.0

90.0

85.0

80.0

類似団体

◇市債残高の推移

丹波市

兵庫県
平均

→水道事業

16 年度      28 年度　  29 年度　 30 年度　令和元年度  令和２年度

1,061 億円

688 億円

15 年間で 373 億円減

111

283

363

102

244

371

3

100

229

356

3

５

特別会計 31

92
一般会計

123 億円

165 億円

88.6

93.6

85.2
89.4

84.8

4

億円

1000

800

600

400

200

0

特別会計 11

154
一般会計

109

269

355

4

88.7
88.0

→

60

483

465

　 　 　
　 　 　
　　９44 簡易水道

91.7

87.9

94.0

91.2

95.1

（％）

　 国保 
（直診勘定）

特別会計 11

156
一般会計

167 億円

一般会計

下水道事業

105

257

375

3

87.0

91.6
94.5

91.4

95.2

91.692.0

94.8
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事業会計等の名称 資金不足比率 経営健全化基準
水 道 事 業 会 計 － 20.00
下 水 道 事 業 会 計 － 20.00
地方卸売市場特別会計 － 20.00

■健全化判断比率　　　　　　　　　　　　　（単位：％）

指標名 健全化判断比率 早期健全
化基準

財政再生
基準

①実質赤字比率 － 12.45  20.00
②連結実質赤字比率 － 17.45 30.00
③実質公債費比率 5.7（ 16 位） 25.00    35.00
④将来負担比率 － 350.00    
※比率がマイナスの場合は「－」としています。

※ (　) 内は県内 41 市町中の順位です。

※一般会計と公営事業会計を含めた全会計の歳入と歳出の差引額

（連結実質収支額）は、88 億 4,717 万 2 千円の黒字となっています。

※資金不足比率とは、水道・下水道などの公営企業会計の資

金不足額の料金収入規模に対する割合です。

※資金不足が生じていないため、「－」としています。

　
　
引
き
続
き
健
全
な
財
政
　

　 

　
運
営
に
取
り
組
み
ま
す

「
健
全
化
判
断
比
率
」
お
よ
び
「
資

金
不
足
比
率
」
は
毎
年
度
算
定

し
、
監
査
委
員
の
審
査
を
受
け
ま
す
。
そ

の
意
見
を
付
け
て
議
会
に
報
告
し
、
市
民

の
み
な
さ
ん
に
公
表
す
る
こ
と
に
な
っ
て

い
ま
す
。

こ
の
指
標
の
う
ち
、
一
つ
で
も
基
準

値
を
超
え
る
と
、
財
政
健
全
化
計

画
の
策
定
や
外
部
監
査
を
義
務
付
け
る

「
早
期
健
全
化
団
体
」
に
移
行
し
ま
す
。

さ
ら
に
悪
化
す
る
と
、破
た
ん
状
態
の
「
財

政
再
生
団
体
」
と
な
り
、
事
実
上
、
国
の

管
理
下
に
置
か
れ
ま
す
。

丹
波
市
の
令
和
２
年
度
決
算
に
基
づ

く「
健
全
化
判
断
比
率
」お
よ
び「
資

金
不
足
比
率
」
は
、
上
記
の
と
お
り
す
べ

て
適
正
な
水
準
と
な
り
ま
し
た
。

収
支
面
で
は
健
全
性
を
維
持
す
る
こ
と

が
で
き
た
と
言
え
ま
す
が
、
今
後
も

経
常
収
支
比
率
お
よ
び
実
質
公
債
費
比
率

な
ど
の
指
標
の
動
向
に
注
意
し
、
引
き
続

き
健
全
な
財
政
運
営
に
取
り
組
み
ま
す
。

【用語解説】

■資金不足比率　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：％）

①実質赤字比率

自治体の収入に対する一般会計な

どの赤字割合です。

＊１年間の収入と支出の結果で、赤字だ

ったのか、黒字だったのかを判定します。

②連結実質赤字比率

自治体の収入に対する全会計の赤字割合です。

＊全会計の１年間の収入と支出の結果

で、赤字だったのか、黒字だったのか

を判定します。

③実質公債費比率

→前ページ参照。

④将来負担比率

自治体の収入に対する将来的に負担が見込

まれる負債（借入金残高等）の割合です。

＊借入金残高や基金の状況などをもとに将

来の負担が収入に対してどの位の割合なの

かを判定します。

令和２年度決算に基づく
健
全
化
判
断
比
率
・
資
金
不
足
比

率
と
は
地
方
公
共
団
体
の
財

政
状
況
の
健
全
性
を
確
認
す
る
た

め
の
指
標
で
あ
り
、
家
計
の
や
り

く
り
に
例
え
る
と
、
日
々
の
生
活
に

お
け
る
収
入
と
支
出
の
状
況
や
、
現

在
の
借
金
と
貯
金
の
バ
ラ
ン
ス
を
表

し
た
も
の
で
す
。

地
方
公
共
団
体
の
財
政
状
況
の

健
全
性
を
確
認
す
る
た
め
の

目
安
と
お
考
え
く
だ
さ
い
。

財
政
指
標
っ
て
？

「財政指標」

を公表します

特
集
：
ク
ロ

ス
ト
ー
ク

特
集
：
ク
ロ

ス
ト
ー
ク

市
政
フ
ラ
ッ
シ
ュ
市
政
フ
ラ
ッ
シ
ュ

決
算
報
告
決
算
報
告
人
権
啓
発
セ
ン
タ
ー

市
長
コ
ラ
ム
ほ
か

情
報
ひ
ろ
ば

お
知
ら
せ
・
募
集

情
報
ひ
ろ
ば

子
育
て
関
連
情
報

情
報
ひ
ろ
ば

相
談
・
コ
ラ
ム

図

書

館

健
康
生
活
ま
ち
と
ぴ

環

境
は
ぴ
た
ん

掲
示
板
・
戸
籍


